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　橋詰壽人市長は各議案の提案説明に先立ち、平成
28年度施政方針で「安倍首相は､『アベノミクスは第
２ステージに移る』と宣言し､『１億総活躍社会』の
実現を目指し､『強い経済』､『夢を紡ぐ子育て支援』､
『安心につながる社会保障』の新三本の矢を発表し、
１月の施政方針演説でも実現に向け、最も根源的な
課題である人口減少問題に立ち向かうことを強調し
ました。さらに地方創生への挑戦として、環太平洋
経済連携協定（ＴＰＰ）は、21世紀にふさわしい経
済ルールをつくる第一歩と位置づけ、持続的な経済
成長や雇用の創出、日本の農産物を世界に売り込む
大きなチャンスであると述べました。事業の推進に
向けては、本年３月にほぼ全ての自治体で『まち・
ひと・しごと創生総合戦略』が策定されます。国に
は、この戦略に沿った少子化対策や雇用創出、産業
振興など地方創生の施策実現に継続的な支援を期待
します。高知県では、平成28年度から第３期産業振

興計画がスタートし、これまでの地産外商の成果を
「拡大再生産」の好循環につなげ、担い手の育成や起
業の促進などを強化する内容となっています。本市
では、最上位計画の「第４次南国市総合計画」につ
いて、南国市行政計画審議会から最終案の承認をい
ただき、計画案への答申をいただきました。平成28
年度は、実施計画を策定し、具体的な事業目標を定
め、まち・ひと・しごと創生総合戦略や県産業振興
計画とともに事業の着実な実施に努めます。地方創
生の核である少子化対策および子育て支援施策につ
いては、４月より『子育て支援課』を設置し、事業
の推進を図ります。また、懸案の固定資産税の超過
税率の引き下げについては、平成28年度課税分から
標準税率に引き下げるよう、今議会に関係議案を提
出しました。」と市政運営に対する所信を述べまし
た。（内容はあらましです）
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南
海
ト
ラ
フ
地
震
対
策

　

自
助
、
共
助
、
近
助
の
徹
底

　

「
自
分
の
命
は
自
分
で
守
る
」

と
い
う
自
助
、
「
自
分
た
ち
の
地

域
は
自
分
た
ち
で
守
る
」
と
い
う

共
助
、
そ
し
て
、
「
向
こ
う
三
軒

両
隣
が
助
け
合
う
」
と
い
う
近
助

が
防
災
・
減
災
に
は
重
要
な
キ
ー

ワ
ー
ド
で
あ
り
、
こ
の
自
助
、
共

助
、
近
助
の
精
神
を
市
内
全
域
に

浸
透
さ
せ
、
南
海
ト
ラ
フ
地
震
に

備
え
ま
す
。
ま
た
、
「
揺
れ
た
ら

逃
げ
る
」
と
い
う
基
本
を
市
民
の

意
識
の
中
に
徹
底
し
ま
す
。

財
政
状
況

　

健
全
な
財
務
体
質
の
確
立

　

一
般
会
計
予
算
は
、
前
年
度
比

４
億
５
千
万
円
増
の
222
億
４
千
万

円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

歳
入
は
、
個
人
市
民
税
の
増
に

よ
り
市
民
税
が
増
額
と
な
る
一
方
、

固
定
資
産
税
の
標
準
税
率
ま
で
の

引
き
下
げ
に
よ
り
市
税
全
体
で
３

千
400
万
円
の
減
、
地
方
交
付
税
は
、

地
方
財
政
計
画
を
基
に
算
出
し
前

年
度
と
同
額
、
臨
時
財
政
対
策
債

は
、
700
万
円
の
減
を
見
込
ん
で
い

ま
す
。

　

歳
出
は
、
退
職
手
当
の
増
に
よ

る
人
件
費
の
増
、
公
定
価
格
の
改

定
な
ど
に
伴
う
保
育
関
係
経
費
の

増
、
街
路
事
業
や
中
学
校
給
食
セ

社
会
保
障
・
税
番
号
制
度

　

今
後
の
情
報
連
携
へ
準
備

　

社
会
保
障
・
税
番
号
制
度
に
対

す
る
シ
ス
テ
ム
な
ど
の
対
応
は
、

平
成
27
年
度
中
に
業
務
シ
ス
テ
ム

の
整
備
は
ほ
ぼ
完
了
し
ま
し
た
。

平
成
29
年
１
月
か
ら
は
国
の
行
政

機
関
の
間
で
、
同
年
７
月
か
ら
は

地
方
公
共
団
体
と
他
の
行
政
機
関

な
ど
と
の
間
で
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
を

利
用
し
た
情
報
連
携
が
開
始
さ
れ

ま
す
。
今
後
の
国
や
他
の
自
治
体

と
の
情
報
連
携
に
向
け
、
連
携
テ

ス
ト
な
ど
の
準
備
を
進
め
ま
す
。

地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

　

モ
デ
ル
地
区
に

　

集
落
支
援
員
を
配
置

　

人
口
減
少
や
高
齢
化
の
進
行
に

よ
り
地
域
役
員
の
後
継
者
不
足
や

地
域
の
つ
な
が
り
の
希
薄
化
が
危

惧
さ
れ
、
南
国
市
地
域
活
性
化
の

た
め
の
自
治
活
動
団
体
連
合
会
に

お
い
て
、
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の

在
り
方
の
検
討
を
重
ね
て
き
ま
し

た
。
平
成
28
年
度
か
ら
は
、
地
域

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
再
構
築
に
取
り

組
む
意
向
の
あ
る
地
区
の
中
か
ら
、

地
区
を
限
定
し
て
モ
デ
ル
的
に
集

落
支
援
員
を
配
置
し
、
新
た
な
住

民
自
治
組
織
設
立
に
向
け
て
取
組

を
進
め
ま
す
。

国
民
健
康
保
険

　

医
療
費
の
適
正
化
と

　

国
保
財
政
の
安
定
運
営

　

平
成
27
年
度
の
医
療
費
の
状
況

は
、
１
月
支
払
い
分
ま
で
で
前
年

比
約
101
％
で
推
移
し
、
依
然
と
し

て
厳
し
い
財
政
状
況
が
続
い
て
い

ま
す
。
医
療
費
に
影
響
す
る
生
活

習
慣
病
の
重
症
化
予
防
の
た
め
、

特
定
健
診
や
レ
セ
プ
ト
等
の
デ
ー

タ
分
析
に
基
づ
く
効
果
的
な
保
健

事
業
に
取
り
組
み
、
医
療
費
の
適

正
化
と
国
保
財
政
の
健
全
か
つ
安

定
運
営
に
努
め
ま
す
。

高
齢
者
支
援
サ
ー
ビ
ス

　

介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援

　

総
合
事
業
を
開
始

　

介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総

合
事
業
を
３
月
１
日
か
ら
開
始
し

ま
し
た
。
開
始
当
初
は
、
本
市
で

現
在
行
わ
れ
て
い
る
サ
ー
ビ
ス
を

総
合
事
業
と
し
て
実
施
し
ま
す
が
、

通
所
型
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
は
、

緩
和
さ
れ
た
基
準
の
サ
ー
ビ
ス
を

設
定
し
ま
し
た
。
平
成
28
年
度
か

ら
は
、
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
体
制

を
検
討
す
る
協
議
体
を
設
置
し
、

ご
意
見
を
い
た
だ
き
、
他
の
自
治

体
の
先
進
事
例
な
ど
も
参
考
に
し

な
が
ら
、
高
齢
者
を
支
援
し
て
い

く
多
様
な
サ
ー
ビ
ス
づ
く
り
を
進

め
ま
す
。

健
康
増
進
計
画

　

第
２
期
計
画
が
ス
タ
ー
ト

　

健
康
づ
く
り
に
つ
い
て
は
、
健

康
増
進
計
画
の
見
直
し
に
よ
り
、

第
２
期
計
画
が
平
成
28
年
度
か
ら

ス
タ
ー
ト
し
ま
す
。
市
民
の
健
康

意
識
が
高
ま
る
よ
う
な
啓
発
活
動

と
併
せ
て
、
特
定
健
診
や
が
ん
検

診
が
受
診
し
や
す
い
環
境
づ
く
り

や
、
市
民
自
ら
が
健
康
づ
く
り
に

取
り
組
め
る
よ
う
な
事
業
を
推
進

し
ま
す
。

母
子
保
健
体
制

　

子
育
て
世
代
包
括
支
援

　

セ
ン
タ
ー
を
開
設

　

平
成
28
年
４
月
か
ら
保
健
福
祉

セ
ン
タ
ー
内
に
「
子
育
て
世
代
包

括
支
援
セ
ン
タ
ー（
母
子
保
健
型
）」

を
県
の
協
力
に
よ
り
開
設
し
ま
す
。

セ
ン
タ
ー
に
は
専
任
の
母
子
保
健

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
を
配
置
し
、

妊
娠
期
か
ら
の
継
続
し
た
切
れ
目

の
な
い
、
き
め
細
か
な
育
児
支
援

が
行
え
る
よ
う
、
母
子
保
健
体
制

の
充
実
に
努
め
ま
す
。

国
営
ほ
場
整
備
事
業

　

地
区
調
査
へ
移
行

　

地
域
の
状
況
を
的
確
に
反
映
し

た
地
域
全
体
の
農
業
基
盤
整
備
の

方
向
性
お
よ
び
国
営
事
業
の
可
能

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
制
度

　

第
５
期
保
険
料
率
の
算
定

　

高
齢
化
が
先
行
し
て
い
る
高
知

県
で
は
、
被
保
険
者
数
の
伸
び
率

は
低
く
推
移
し
て
い
ま
す
が
、
高

齢
者
一
人
当
た
り
の
医
療
給
付
費

の
伸
び
率
は
全
国
平
均
よ
り
も
高

く
推
移
し
て
い
ま
す
。
平
成
28
年

度
か
ら
平
成
29
年
度
の
第
５
期
の

保
険
料
率
に
つ
い
て
は
、
医
療
給

付
費
の
伸
び
率
の
見
込
み
や
診
療

報
酬
改
定
の
影
響
、
平
成
29
年
度

か
ら
の
消
費
税
率
の
引
上
げ
な
ど

を
踏
ま
え
て
算
定
し
ま
す
。

観
光
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン

　

認
知
度
向
上
に
向
け
全
国
発
信

　

平
成
27
年
度
に
作
成
し
た
プ
ロ

モ
ー
シ
ョ
ン
ビ
デ
オ
や
、
高
知
市

お
よ
び
物
部
川
流
域
３
市
で
構
成

す
る
高
知
中
央
広
域
観
光
協
議
会

で
作
成
し
た
「
外
国
人
観
光
客
誘

致
用
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
ツ
ー
ル
」

を
活
用
し
、
さ
ら
な
る
認
知
度
向

上
を
目
指
し
全
国
に
発
信
し
ま
す
。

地
籍
調
査
事
業

　

４
地
区
で
一
筆
地
調
査
を
実
施

　

中
山
間
地
域
で
は
、
山
林
が
そ

の
大
部
分
を
占
め
て
お
り
、
高
齢

化
や
世
代
交
代
に
よ
り
、
円
滑
な

境
界
確
認
が
年
々
困
難
と
な
り
、

津
波
浸
水
区
域
で
あ
る
沿
岸
地
域

で
も
、
南
海
ト
ラ
フ
地
震
の
発
生

予
測
を
踏
ま
え
た
被
災
前
の
防
災
・

土
地
区
画
整
理
事
業

　

平
成
28
年
度
中
に

　

仮
換
地
指
定
へ

　

篠
原
土
地
区
画
整
理
事
業
は
、

換
地
の
原
案
と
な
る
仮
換
地
計
画

案
が
完
成
し
ま
し
た
。
３
月
に
実

施
す
る
仮
換
地
計
画
案
の
縦
覧
を

経
て
、
計
画
案
に
対
す
る
意
見
書

の
審
査
を
行
い
、
平
成
28
年
度
中

に
仮
換
地
を
決
定
す
る
仮
換
地
指

定
を
行
う
予
定
で
す
。
な
お
、
当

初
の
事
業
工
程
で
は
着
工
時
期
を

平
成
29
年
度
と
し
て
い
ま
し
た
が
、

埋
蔵
文
化
財
の
試
掘
調
査
の
結
果
、

本
調
査
が
必
要
と
な
り
ま
し
た
の

で
、
着
工
時
期
を
平
成
30
年
度
に

見
直
し
ま
し
た
。

第
２
次
地
域
福
祉
計
画

　

ニ
ー
ズ
調
査
を
も
と
に
策
定

　

平
成
29
年
度
か
ら
の
「
第
２
次

南
国
市
地
域
福
祉
計
画
」
に
つ
い

て
は
、
平
成
27
年
度
に
実
施
し
た

火
災
・
救
急
出
動

　

救
急
出
動
件
数
は
過
去
最
多

　

平
成
27
年
中
の
火
災
出
動
は
25

件
で
、
前
年
に
比
べ
６
件
の
増
加

と
な
っ
て
い
ま
す
。
救
急
出
動
件

数
は
２
千
522
件
、
搬
送
者
数
は
２

千
351
人
と
、
件
数
、
搬
送
者
数
と

も
に
過
去
最
多
と
な
っ
て
い
ま
す
。

１
日
当
た
り
6.9
件
の
出
動
件
数
と

な
り
、
市
民
約
20
・
５
人
に
１
人

が
搬
送
さ
れ
た
こ
と
に
な
り
ま
す
。

高
齢
化
な
ど
に
よ
り
今
後
も
増
加

が
予
想
さ
れ
る
救
急
需
要
に
対
し

て
、
複
数
事
案
へ
の
対
応
な
ど
、

出
動
体
制
の
強
化
や
救
急
救
命
士

の
養
成
、
応
急
処
置
技
術
の
ス
キ

ル
ア
ッ
プ
を
図
り
、
市
民
の
安
心

感
の
向
上
に
努
め
ま
す
。

給
食
セ
ン
タ
ー

　

平
成
29
年
度
中
の
供
用
開
始
へ

　

中
学
校
給
食
に
つ
い
て
は
、
給

食
セ
ン
タ
ー
の
平
成
29
年
度
中
の

供
用
開
始
に
向
け
、
現
在
、
建
築

設
計
や
運
営
方
式
な
ど
に
つ
い
て
、

専
門
委
員
会
を
設
け
具
体
的
な
協

議
を
進
め
て
お
り
、
安
全
・
安
心

な
学
校
給
食
の
実
施
に
向
け
取
り

組
み
ま
す
。

ン
タ
ー
建
設
事
業
な
ど
に
よ
る
普

通
建
設
事
業
費
が
増
額
と
な
っ
て

い
ま
す
。
限
ら
れ
た
財
源
の
中
で
、

将
来
に
向
け
た
都
市
基
盤
整
備
、

企
業
誘
致
や
農
業
振
興
と
い
う
産

業
振
興
対
策
、
子
育
て
支
援
・
少

子
化
対
策
、
学
力
向
上
等
の
教
育

対
策
、
市
民
の
健
康
を
守
る
た
め

の
健
康
対
策
、
安
心
し
て
生
活
で

き
る
た
め
の
地
震
・
防
災
対
策
、

太
陽
光
発
電
な
ど
の
環
境
対
策
に

重
点
的
に
予
算
配
分
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
こ
れ
ま
で
の
行
財
政
改
革

の
方
針
を
踏
ま
え
、
経
常
経
費
の

節
減
を
図
る
と
と
も
に
、
健
全
な

財
務
体
質
の
確
立
に
向
け
、
さ
ら

に
改
革
に
取
り
組
み
ま
す
。

性
や
範
囲
等
を
検
討
す
る
「
地
域

整
備
方
向
検
討
調
査
」か
ら
、平
成

28
年
度
は
「
地
区
調
査
」
へ
と
移

行
し
ま
す
。
地
元
関
係
者
や
各
関

係
機
関
と
と
も
に
、
よ
り
詳
細
な

事
業
構
想
を
検
討
し
た
上
で
、
事

業
計
画
書
案
の
作
成
に
向
け
た
作

業
を
進
め
ま
す
。
さ
ら
に
平
成
31

年
度
か
ら
の
事
業
着
手
に
向
け
、

地
元
の
推
進
体
制
の
整
備
、
強
化

を
図
り
な
が
ら
、
庁
内
の
推
進
体

制
を
さ
ら
に
強
化
し
て
い
き
ま
す
。

減
災
対
策
と
し
て
の
調
査
が
急
務

で
す
。
こ
の
よ
う
な
状
況
を
踏
ま

え
、
平
成
28
年
度
は
黒
滝
地
区
、

小
籠
地
区
、
大
埇
八
木
地
区
、
下

島
地
区
の
４
地
区
で
一
筆
地
調
査

を
実
施
す
る
よ
う
県
に
事
業
計
画

書
を
提
出
し
て
い
ま
す
の
で
、
補

助
金
交
付
決
定
が
あ
り
次
第
、
順

次
事
業
に
着
手
し
ま
す
。

ニ
ー
ズ
調
査
を
も
と
に
市
民
の
皆

さ
ま
か
ら
幅
広
い
意
見
を
い
た
だ

き
な
が
ら
策
定
を
進
め
ま
す
。


